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１．役員人事への反映について

役員人事への反映 中期目標に定められた業務について、中期計画に沿った年度計画が順調に達成され、独立行政法人評価委員
会による平成１６年度の総合評価が「Ａ」評価であったこと等を踏まえ、役員の交代等は行っていない。

２．法人の運営、予算への反映について

評価項目 １６事業年度評価における主な指摘事項等 平成１７及び１８年度の運営、予算への反映状況

Ⅰ 業務運営 ○ 水産学研究科に 「情報 ・ 経営」に関わる科目 ○ 新たに、水産技術管理学専攻・漁業技術管理学専攻分野、 」「
の効率化に関 が必要である。 に、水産情報経営学科の専門に対応する小分野（水産管理
する目標を達 学）を設置し、教育内容を充実させた。
成するためと
るべき措置 ○ 水産政策・流通などの専門家はグローバルに必要 ○ １８年度入学生のカリキュラムから 新設科目として 水、 「

であり、国際的にも役立つ人材育成のカリキュラム 産経営管理システム論」と「養殖経済論 （いずれも３年」
の充実を期待する。 生）を導入した。

Ⅱ 国民に対 ○ さらに充実した専攻科教育に取り組むことを期待 ○ 新入生オリエンテーション及び実用韓国語教育の充実を
して提供する する。 図った。また、平成１８年度入試より、海技士免許取得を
サービスその めざす者を対象とする推薦入試Ｃ制度を新設した。
他の業務の質
の向上に関す ○ いわゆる環境問題への対応等、漁業を取り巻く環 ○ 第２期の研究課題を設定する際に、研究内容が、漁業を
る目標を達成 境は多様化、複雑化している。従来の研究のカテゴ 取り巻く最新の状況等を踏まえたものとなっているか等に
するためとる リーを超える取り組みが必要である。 留意して見直しを行った。
べき措置

Ⅲ 予算（人 ○ 引き続き経費の削減への努力を期待する。 ○ （計画に基づく前年度比１％の経費節減に加え）競争契
件費の見積り 約による教育・研究機器購入費の節減、仕様の見直しによ
を含む 、収 る精密機器維持費の節減に努めた。）
支計画及び資
金計画


